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令和７年度事業報告について 

 

令和７年度は、ウクライナやガザでの紛争が続く中、年明けのアメリカによるベネズエ

ラへの軍事行動に続き、アメリカとイスラエルによるイランへの攻撃が中東全体を巻き込

み、ホルムズ海峡が閉鎖されたことで中東の石油に依存する日本をはじめ多くの国々に大

きな影響が出てきております。 

国内におきましては、昨年１０月に日本憲政史上初めての女性総理大臣による高市政権

が発足し、連立の枠組みも変わる中、責任ある積極財政を旗印に失われた３０年からの脱

却を目指す姿勢などが国民から期待され、高い内閣支持率のもと本年２月の衆議院選挙に

おいて戦後最高の議席獲得となるなど強くて豊かな日本復活に期待が高まっております。 

 

一方、建設業界では、大阪・関西万博が無事成功裏に終了し、今後も関西においては、

IRをはじめとする大型プロジェクトが続き、建設工事量については堅調な推移が見込める

ところですが、中東情勢の影響を受けて、原油不足の懸念から原油価格の高騰により、多

くの建設資材の高騰や供給不安が危惧されております。 

 

そのような中、当協会では、建設業の健全な発展と社会的使命を達成するため、老朽化

しているインフラ対策や災害対応に向けた国土強靱化実施中期計画の初年度の事業量の確

保と併せて、物価高騰によって公共工事の実質的な工事量が減っている中、横ばいの続く

当初予算の大幅な増額に加え、これまで全国的にも触れられてこなかった公共事業評価で

適用されている社会的割引率の見直しについても要望活動を展開いたしました。 

 

一方、喫緊の課題である建設業の担い手確保に向けては、今年度から「わかものきたれ！

プロジェクト」をスローガンに様々な活動を展開し、新たな試みとして当協会が主体とな

り建設に関わるコンサルや行政を巻き込み、建設業界が一体となって学生に魅力を発信す

るイベントを開催するとともに、建設現場の魅力を伝える１８０度VR動画の作成、小学生

向けのPRツールの作成のほか、女性技術者による建設業の魅力発信や女性の活躍・定着に

向けた活動も実施いたしました。 

 

また、働き方改革や生産性向上に向けた取り組みでは、国に対して夏季の猛暑時におけ

る運用改善や費用負担、配置予定技術者の要件緩和について要望するとともに、建設業界

が一体となって実施している「目指せ！建設現場 土日一斉閉所」運動をより推進するた

め新たにPR動画を作成し発信いたしました。 

また、土木工事現場の働き方改革や生産性向上の阻害要因となり得る受発注者間や工事

現場内での意思疎通の課題を分析し、解決策を見出すことを目的に「どうする？土木現場

のコミュニケーション」として調査報告書を取りまとめました。 

 さらに、南海トラフをはじめとする大規模地震に対して、当協会の災害対応ポータルサ

イトを活用した情報伝達訓練の実施など防災体制の強化を図りました。 

 

次に本年度に実施いたしました事業内容をご報告いたします。 



- 2 - 
 

Ⅰ．令和７年度重点課題への取り組み 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・公共事業評価において適用されている基準（社会的割引率）を現状に即

した率にすることによる積極的な公共事業推進に向けた要望 

・物価高騰により実質目減りしている公共工事の事業量の確保と経済対策

に資する当初予算確保に関する要望 

・国土強靱化実施中期計画の初年度分の事業量・予算確保に関する要望 

・年度を跨ぐことができない補助金要件の運用面を見直し、年度末に工事

が集中しないよう公共工事全般での平準化に関する要望 

☆１年単位の変形労働時間制の柔軟な運用と夏季における歩掛補正に関

する要望 

・予定価格の上限拘束性など会計法運用の見直しについての要望 

・建設業における女性の活躍・定着に向けて、国土交通省が出産・育児に

伴う監理技術者の変更にあたり、柔軟な対応を行っている広報と担い手

確保に向けた取り組みに関する要望 

・労務費や建退共掛金など減額すべきでない経費に落札率を掛けないなど

入札契約制度に関する要望 

・書類の簡素化に向けた「スリム化ガイド」や「受発注者コミュニケーシ

ョンガイド」の確実な運用に関する要望 

☆配置予定技術者の実績要件の緩和および複数名申請に関する要望 

・近畿地方整備局土木 Cランク企業の施工能力向上のために安定した事業

量確保に関する要望 

・建設資機材高騰を受けて、地方公共団体・民間発注者に対するスライド

条項の適正な運用に関する要望 

・低入札調査基準価格の引き上げに関する要望 

・大阪府・市、NEXCO や日本下水道事業団における入札契約制度や業務の

効率化、施工上の問題点などに関する要望 

経済活性

化に向け

た公共事

業の推進

と入札契

約制度改

革 

本年度の取り組み 重点課題 

要望により進展のあった事項 

・近年の猛暑対策に向けて、当協会を含む建設業協会から夏季における歩掛補正や経費

補正を求めていたところ、実態に応じた熱中症対策費用が確保されるなど「建設工事

における猛暑対策サポートパッケージ」が策定された。 

・これまで入札時に申請していた配置予定技術者（監理技術者）の変更は原則不可であ

ったが、契約日から工事着手日１週間前までに変更申請を行うことにより、同等以上

の技術力を保有する技術者への変更が可能となり、技術者配置にあたり柔軟な運用に

つながった。 
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・土木工事現場勤務実態調査（第５回）報告書・別冊『どうする？土木現

場のコミュニケーション』の作成 

・働き方改革推進取り組み事例・熱中症予防対策事例の収集と共有 

・中小・中堅建設企業の多様な働き方の事例収集と共有 
 

☆就活前の大学生を対象に建設業界が一体となって魅力を発信するイベ

ント「土木の仕事リアルトーク」の開催 

・小学生を対象とした学習マンガ版 O-WAVE『マンガでわかる！建設のし

ごと図鑑』の作成・配布 

☆施工会社への入職促進に向けた建設現場の魅力発信１８０度 VR 動画と

ショート動画の作成 

・「建設業界研究博」の開催 

・リコチャレや建設業界研究博ブース出展を通じた女性技術者からの建

設業の魅力発信 

・若年者を対象に協会主催の現場見学会等活動の PR 

☆建設系高校生対象の施工体験セミナーや現場見学会の開催 

・学生対象の建設匠フェアや OSAKAJOB フェアへの出展 
 

☆女性活躍・定着促進に向けた「私たちがつくる建設業の未来」講演会、

他の女性部会との意見交換会の開催、ならびに「なにわ建女の会」紹介

リーフレットの作成と配布 

☆「目指せ！建設現場 土日一斉閉所」運動の取り組み 

 

 

 

 

働きやすい

職場環境の

実現に向け

た取り組み 

 

次世代の 

建設業を担

う人材の確

保に向けた

多角的な取

り組み 

「わかもの

きたれ！プ

ロ ジ ェ ク

ト」 

・初心者向け建設現場で使える生成 AI 体験セミナーの開催 

・土木・建築工事における生産性向上と施工の創意・工夫・改善事例の会

員への共有 

・若手技術者の知識・技術の向上につながる土木・建築の e-ラーニングコ

ンテンツの作成 

・新入社員研修会の開催 

先進的な技

術を用いた

建設現場の

業務改革と

若手育成 

・災害対応ポータルサイトを活用した情報伝達訓練の実施 

・災害対策基本法改正に伴う近畿地方整備局との災害協定見直しの検討 

・近畿道路啓開協議会への参画 

防災体制の

構築 

本年度の取り組み 重点課題 

・イベント「土木の仕事リアルトーク」の開催は、当協会を含む建設業団体と発注者が

一体となった初めての取り組みであり、他の「わかものきたれ！プロジェクト」と併

せて、担い手確保に向けた精力的な活動を行った。（建設系高校生現場見学会等２４３

名参加、土日一斉閉所運動 YouTube 動画５６万回再生など） 

・「私たちがつくる建設業の未来」講演会は、業界における女性活躍・定着促進に向けた

取り組みへの関心が高く、定員を超える７５名の参加があった。 

取り組みの成果・結果 
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Ⅱ．調査研究活動による提言・要望活動 
 

令和７年度において、当協会は全国建設業協会をはじめ、近畿ブロックの各建設業協会

と一体となって、国土交通省等に対して次のとおり要望した。 

 

１．令和８年度税制改正に関する要望 

建設企業が国や地域の持続可能な発展に寄与していくためには、経営基盤の強化・安

定化が重要であり、そのためにも税制上の改善措置が必要であることから、令和７年７

月２５日、国土交通省に対し租税特別措置の延長等について１１項目を要望した。 

  ①欠損金の繰戻し還付制度における中小企業者等に係る特例措置の恒久化または延長 

  ②少額減価償却資産の損金算入限度額の引き上げ等 

  ③地方拠点強化税制の延長 

  ④試験研究を行った場合の上乗税額控除の延長 

  ⑤非上場企業等の事業承継税制および特例承継計画の提出期限の延長 

  ⑥新築住宅に係る固定資産税の減額措置の延長 

  ⑦インボイス制度に係る２割特例制度の延長 

  ⑧相続税等の納税猶予を受けた農地を公共事業用地として譲渡した者に対する利子税

免除措置の延長 

  ⑨東日本大震災により被害を受けられた方が作成する建設工事の請負に関する契約書

に係る印紙税の課税免除措置の延長 

  ⑩工事請負契約書に係る印紙税の撤廃等 

  ⑪建設現場における仮設現場事務所について、法人住民税および事業税における「事

務所・事業所」からの除外 

 

２．令和７年度近畿ブロック地域懇談会・近畿ブロック会議における要望 

  令和７年１０月１６日、ホテルグランヴィア和歌山にて開催された近畿ブロック地域

懇談会・近畿ブロック会議において、次の議題についてそれぞれ意見交換を行った。 

 (1) 近畿ブロック地域懇談会 

  ※国土交通省・全国建設業協会共通提案議題 

  ①公共事業（国土強靱化を含む）の推進 

  ②過酷な気候に対応した柔軟な働き方と規制や積算等のあり方、生産性向上 

  ③賃上げと労務費の行き渡り、物価上昇と価格転嫁、これらに対応した入札制度のあ

り方 

  ④外国人労働者等、建退共制度・CCUS、災害対応、広報その他 

 

 (2) 近畿ブロック会議 

  ①公共事業予算の安定的かつ継続的な確保と国土強靱化の着実な推進について 

  ②地域建設企業の受注機会の拡大について 

  ③熱中症対策の充実について 

  ④入札・契約制度について 
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  ⑤設計・積算・工事施工について 

  ⑥担い手確保と働き方改革の推進について 

   その後、令和７年１２月１１日、国土交通省幹部と「地域懇談会等における諸問題

の意見交換会」を開催し、提案議題に対する国土交通省のその後の取り組み・対応に

ついての説明と、建設業界における喫緊の課題について意見交換を行った。 

 

３．国土強靱化・社会資本整備の着実な推進についての要望 

  国土強靱化･社会資本整備を着実に推進し、地域建設業がその社会的使命をこれからも

果たしていくため、着実な社会資本の整備を推進することが国の重要な責務であること

から、令和７年１１月１８日、国土交通省および自由民主党に対し、次の事項について

要望した。 

①国土強靱化実施中期計画の初年度として令和７年度補正を含め２兆円超の公共事業

費の確保と補正の早期成立、令和８年度には６.１兆円超の事業費上積みと物価・人

件費高騰への対応、地方への重点配分を求める要望 

②資機材高騰下での地域建設業の経営悪化防止に向け、実勢価格の適切な反映と迅速

な価格調査、契約後の高騰へのスライド・設計変更対応、地方自治体への徹底と専

決処分活用の促進、スライド手続の簡素化と負担軽減、民間発注者への価格変更協

議の徹底指導 

 ③入札制度のデフレ構造の是正と労務費確保に向けた予定価格制度の見直し、低入札

価格調査基準や一般管理費率の引き上げ、ダンピング排除、小ロット工事の歩掛り

整備、品確法と運用指針の徹底、PFIへの同法準用、地域建設企業の受注機会拡大、

群マネ活用による維持管理強化、被災地特例の速やかな措置に関する要望 

 ④時間外労働上限規制を踏まえた休日・準備期間・天候等を考慮した適正な工期設定

と施工時期の平準化、用地取得後の精度の高い設計に基づく発注および設計変更の

迅速化、週休２日制工事の普及と減収防止のための設計労務単価見直しや補正係数

引き上げ、酷暑・積雪等による作業効率低下を踏まえた夏季歩掛り設定と熱中症対

策強化、労働時間算入厳格化に伴う標準歩掛りの見直し、工期基準の周知徹底と実

効性向上、国庫補助事業における協議の迅速化と工期延長の円滑化、現場技術者の

負担軽減に向けた書類簡素化・書式統一化および設計変更業務の役割分担の適正化、

ならびに建設業法等における提出書類の簡素化に関する要望 

  ⑤技能者の賃上げに向けた設計労務単価の更なる引き上げと地域間格差是正に向けた

調査・決定方法や会計規定の見直し、建退共の複数掛金制度導入による生涯年収向

上、技術者等の賃上げに必要な管理費引き上げと別枠計上の検討、賃上げ加点措置

の廃止または事後・複数年評価への改め、資金繰り悪化に対応した工事代金支払の

迅速化や前払い制度拡充による支払条件改善に関する要望  

⑥CCUSによる処遇改善の実効性確保と多能工の明確化、資格情報の一元化、中小現場

での活用促進、登録負担軽減のための支援強化、建退共の電子申請化とポイント連

動の推進 

⑦中小建設企業へのICT施工・BIM/CIM普及に向けた積算基準見直し、手引き整備、講

習支援、建設市場整備推進事業補助金の継続・拡充と手続簡素化、遠隔臨場やASP情
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報共有、書類簡素化等による施工管理DXの推進、資材供給に配慮したプレキャスト

化の促進、地方の担い手不足を踏まえた省人化技術の評価項目化 

⑧災害応急復旧時の労災発生に対する役員救済の補償措置の検討、入札や保険料への

不利益防止、不可抗力損害に係る受注者負担１％の撤廃、災害復旧工事の技術者専

任要件の緩和、災害対応で中断される他現場の工期延長・増加経費の補償、待機し

た現場従事者の労務費負担の仕組化、除雪の固定費計上の恒常化と拡充、除雪オペ

レータ育成支援、国・自治体の一元的指示体制と情報共有システム整備に関する要

望 

⑨地域建設業とTEC-FORCEによる官民連携で災害復旧における積極的な広報体制の構

築と、社会資本整備・災害対応を担う地域建設業のエッセンシャルワークとしての

役割周知を通じた若年者・女性の入職促進に向けた広報戦略の検討 

⑩高校建築・土木系学科の維持拡充と普通科での就職支援強化による若手入職促進、

女性が働きやすい現場環境整備と費用反映、柔軟な働き方に対応した技術者交代基

準の見直し、外国人材の日本語・技能習得支援と特定技能２号への円滑移行、育成

就労外国人の転籍ルール整備と費用補償を踏まえた制度設計に関する要望 
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Ⅲ．委員会に付託した調査研究活動 
 

調査研究活動として、委員会に付託した主要担当事項は次のとおりである。 

 

 

委員会 

 

主要担当事項 

 

総務委員会 

委員長 錢 高 久 善 

(株)錢高組代表取締役社長 

協会運営（事業・業務）の基本に係る方針の

審議と事業化への助言、予算、表彰、入会選考

などの協会主要事業 

 

  
総合企画委員会 

委員長 田  中 好  秀 

(株)錢高組取締役常務役員 

    土木事業本部長 

近畿における社会資本整備のあり方、業界の

総合的な施策の企画立案や、その時々に発生す

る諸制度などの業界体制の基本に係る問題等

の事項について、調査、研究および審議し、適

宜・適切に業界意見の主張、提言を担当するほ

か、各委員会の調整 

 

広報委員会 

委員長 松 島 弘 幸 

(株)奥村組代表取締役 

常務執行役員管理本部長 

広報誌、その他図書の発刊、一般市民やマス

コミなど業界内外向けの情報発信と建設業に

対する理解の促進ならびに業界のイメージア

ップ等の調査、研究および審議 

  
経営委員会 

委員長 前 田 浩 輝 

 (株)前田組代表取締役社長 

 

中小・中堅企業における経営の安定化・近代

化のための各種問題に係る事項の調査、研究お

よび審議 

  
建築委員会 

委員長 長曽我部 誠 

(株)竹中工務店常務執行役員 

建築全般に係る技術の進歩改善と生産性の

向上問題、設計、施工、積算、資材、法令・制

度等の諸問題等の調査、研究および審議 

  
土木委員会 

委員長 大 西 康 之 

(株)大林組常務執行役員 

土木事業部長 

 

土木全般に係る技術の進歩改善と生産性の

向上問題、設計、施工、積算、資材、法令・制

度等の諸問題等の調査、研究および審議 
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環境委員会 

委員長 青 柳 吉 広 

(株)鴻池組執行役員 

経営管理総轄本部管理本部副本部長 

建設活動から発生する建設副産物のリサイ

クル問題、廃棄物の処理処分問題等、建設業に

関連する地球環境に係る事項の調査、研究およ

び審議 

 

労働委員会 

委員長 小 松  敬 

 (株)淺沼組執行役員 

大阪本店副本店長 

 

労働問題に係る労働法規と労働福祉の改善、

協力業者問題における労務、若年者の入職と人

材の育成、国際化の中での労働諸問題等の事項

の調査、研究および審議 
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１．総務委員会                    

 

当委員会では、協会の事業および業務運営の基本に係る方針の審議と事業化への助言、

予算、表彰、入会選考等、協会の根幹に係わる事項と主要事業等の推進に関する事項の検

討を行っている。 

 

(1) 協会事業運営の審議 

①令和７年５月８日、令和７年度（第５１回）定時総会に付議する事項である令和６年

度事業報告、貸借対照表・損益計算書および附属明細書承認の件、令和７年度事業計

画、会費改正について、令和７年度収支予算承認の件等について審議した。 

②令和８年３月２日、主要関係団体役員について、総務専門委員会で検討された令和８

年度事業計画案・正会費額案・収支予算案、定時総会進行スケジュール案等について

審議した。 

 

(2) 表彰 

①会員表彰規程に基づき会員から推薦を受けた候補者を審査し、受賞者を決定した。 

②全国建設業協会の表彰規程に基づく候補者の選考についても、都道府県協会会員表彰

受賞者において会員から推薦を受けた候補者を審査し、推薦候補者を決定した。 

 

(3) 総務専門委員会の開催 

令和８年度事業計画案、収支予算案、定時総会進行スケジュール案、令和８年度表

彰候補者等について検討した。 

   

 

 

 

 

 

 

実施事業と収支決算、事業計画案と収支予算案の編成等に関し検討・審議し、議案

の成案を図り、理事会、参与会、地区代議員会の審議を経て総会に上程する。 

当協会の会員表彰規程に基づき、会員から推薦を受けた候補者を審議・選考し、受

賞者を決定する。 

全国建設業協会の表彰規程に基づき、当協会から推薦すべき候補者を審議・選考

し、受賞候補者を推薦する。 

委員長の諮問事項について検討・審議し、総務専門委員会でその立案を図り答申する。 
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２．総合企画委員会 

 

当委員会では、技術と経営に優れた企業が成長できる環境整備や入札契約制度のあり方、

大阪府下および近畿圏における社会資本整備のあり方、時代の変遷における当協会の役割

等、業界の総合的な施策の企画立案や、諸制度への対応等業界体制の基本に係る事項につ

いて調査・研究および審議を行い、協会として適切な意見を取りまとめ、建設関係団体と

連携し適宜・適切に関係機関等に要望・提言等を行っている。 

本年度実施した事項は次のとおりである。 

 

(1) 国土交通省への要望と意見具申 

①令和７年度近畿ブロック地域懇談会・近畿ブロック会議 

令和７年度近畿ブロック地域懇談会・近畿ブロック会議に向け、意見の取りまとめ

を行ったうえで、当協会としての要望について次のとおり提案した。 

1)令和８年度当初予算ならびに国土強靱化実施中期計画における予算の確保について 

建設工事費の上昇により公共事業量が目減りする中、令和８年度概算要求額の確

保と国土強靱化実施中期計画初年度分の確実な予算確保に関する要望 

2)社会的割引率の見直しについて 

社会的割引率が実情に合わず据え置かれているため、現状に即した水準へ見直し、

経済対策のための公共事業の積極的な推進に関する要望 

3)低入札価格調査基準の引き上げと入札契約制度の見直しについて 

低入札調査基準価格の設定範囲の上限撤廃と、労務費や建退共掛金、社会保険料

等を競争対象から外す入札制度見直しに関する要望 

4)１年単位の変形労働時間制の柔軟な運用と夏季における歩掛補正について 

建設業の繁閑差や猛暑による作業効率低下を踏まえ、１年単位の変形労働時間制

の柔軟な運用と夏季の効率低下に応じた歩掛補正を求める要望 

5)諸経費動向調査について 

年度末工事の調査負担軽減と調査協力費の増額に関する要望 

 

・公共事業評価において適用されている基準（社会的割引率）を現状に即した率にす

ることによる積極的な公共事業推進のための要望 

・物価高騰により実質目減りしている公共工事の事業量を確保し経済対策に資する

当初予算確保に関する要望 

・国土強靱化実施中期計画の速やかな策定と具体化および施工時期の平準化に関す

る要望 

・労務費や建退共掛金など減額すべきでない経費に落札率を掛けないなど入札契約

制度に関する要望 

・低入札調査基準価格の引き上げに関する要望 

・近畿地方整備局土木Cランク企業の施工能力向上のために安定した事業量確保に関

する要望 
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近畿ブロック地域懇談会や令和７年１２月１１日に開催された「地域懇談会におけ

る諸問題の意見交換会」では、自治体の入札運用の硬直性改善、一般管理費率の継続

的見直し、公共セクター全体での入札制度改革、女性技術者が安心して働き続けられ

る環境整備、建設業の現場の魅力を社会・若年層に広く伝えるための積極的な情報発

信、公共工事の予定価格制度の抜本的見直し、地域建設業がICT施工に挑戦できる環境

整備などについて提案した。 

 

②近畿地方整備局との意見交換会 

建設行政および建設産業のあり方等について意見交換・情報交換を行い、働き方改

革や入札契約制度の改善等を目的として、近畿地方整備局企画部等と意見交換会を開

催した。 

開催日 令和７年１０月６日 

場 所 KKRホテル大阪 

議 題 1)「土木工事書類作成スリム化ガイド」および「受発注者コミュニケーシ

ョンガイド」の運用について 

2)入札前設計書に関する質疑回答日の前倒しや配置予定技術者の実績要

件の緩和、分任官発注工事の拡充など入札契約について 

3)舗装工事における適切な工期設定や実勢価格に合わせた単価設定、発注

者における確実な業務の引き継ぎなど現場運営について 

 

(2) 建設業の担い手確保に向けた取り組み 

建設業の担い手確保に向けて、文系・理系を問わず、就活時期前から建設業界に関

心を持ってもらうため、建設業界が一体となり、当協会を含めた建設業団体と発注者

とともに建設業界をアピールする取り組みを実施していくこととし、今年度はスモー

ルスタートして、試行的に土木系大学生を対象としたイベント「土木の仕事リアルト

ーク～ヘルメットの向こう側に見えた土木の仕事～」を開催した。 

開催日 令和８年３月１１日 

場 所 リファレンス大阪駅前第４ビル 

参加者 大学生６名 

共 催 (一社)日本建設業連合会関西支部、 

（一社）建設コンサルタンツ協会近畿支部    

〔特別共催〕（公社）土木学会関西支部 

後 援 大阪府、大阪市、（一財）都市技術センター 

 

 

・書類の簡素化に向けた「スリム化ガイド」の確実な運用と地方公共団体等への波及

に関する要望 

・大学生を対象とした建設業の魅力発信と接点を創出するための取り組み 
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(3) 建設業界における女性活躍推進に向けた取り組み 

①夏のリコチャレ２０２５プログラムへの参加 

（一社）土木技術者女性の会西日本支部との共催で、「防災」をテーマに、小学生を

対象としたイベントを開催した。 

「手作り万博カルタ」イベントでは、子どもた

ちと交流しながら、建設業が万博の会場整備に大

きく貢献していることを伝え、また、「女性エンジ

ニアのお仕事紹介」や「インフラクイズ」コーナ

ーでは、建

設業が生活

の身近にあり安全を守っていることや、建設業

界には女性技術者が多く活躍していることを紹

介した。 

開催日 令和７年７月２７日 

場 所 津波・高潮ステーション・大阪府立江之 

    子島文化芸術創造センター 

参加者 一般の親子 １０組２３名 

 

 

②当協会主催就活イベント「建設業界研究博」へのブース出展 

建設業界に優秀な人材を確保することを目的

に、当協会会員企業と建築系・土木系等の学生と

の交流の場として毎年開催している就活イベン

トに、「女性活躍推進コーナー 建女に聞いてみ

よう！建設の仕事なんでも相談所」と題したブー

スを出展した。ブースに来た学生に対して「なに

わ建女の会」委員が仕事内容の紹介や質問に対応

した。 

開催日 令和７年８月８日 

場 所 梅田センタービル・クリスタルホール 

参加者 女性ブース来訪 １名 

（全体 ５２名） 

 

③近畿の女性部会との合同意見交流会の開催 

  「建設産業女性定着支援ネットワーク」に加入する和歌山県建設業協会と滋賀県建

設業協会の女性部会と合同で、各団体の活動紹介や活動に関する課題、女性の働き方

とキャリア継続等について意見交流会を開催した。 

・働きやすい環境づくりを目指した女性定着促進の取り組み 

・他協会の女性部会や女子学生を対象とした意見交換等の取り組み 



- 13 - 
 

開催日 令和７年１１月１１日 

場 所 シェアオフィス和歌山駅前 

参加者 なにわ建女の会、わかやまけんせつ小

町、建設COCO倶楽部 計２５名 

 

 

 

 

④「私たちがつくる建設業の未来」講演会・懇親会の開催 

  女性活躍・定着促進に向けた実践的な知識の

共有を図り、日々の業務に活用することを目的

として、協会会員企業で働く方を対象とした講

演会・懇親会を開催した。 

講演会では、（一社）日本建設業連合会けん

せつ小町委員会に携わる方々を招き、自身の経

験から女性のキャリア形成についての講話や、

働きやすい職場をつくるための取り組み等についての講演があった。 

 また、講演会終了後には、職種ごと等に

テーブルを分け、参加者同士が日々の業務

での悩みや課題について意見交換できる

場となる懇親会を開催した。 

開催日 令和８年２月１６日 

場 所 KKRホテル大阪 

参加者 当協会会員企業２７社７５名 

  

内容・講師  

「多様な人財が活躍できる社会を目指して」 

（株）熊谷組 管理本部 ダイバーシティ推進部長 黒嶋 敦子 氏 

「ゼネコン女子３１年生のこれまで」 

  清水建設（株） コーポレート企画室 DE&I推進部長 西岡 真帆 氏 

 

 

 

 

 

 

    

「私たちがつくる建設業の未来」講演会 
（限定公開：令和8年6月末まで） 

https://www.o-wave.or.jp/pro2/seminar-reiwa7/ 
（ID・パスワード必要） 
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⑤なにわ建女の会 紹介リーフレットの制作 

講習会や現場見学会の開催、他の女性部会との交流等、「なにわ建

女の会」を紹介する機会が年々増えており、今後も活動の場を広げて

いくため、当部会を紹介するリーフレットを制作した。 

 

 

 

 

 

(4) 防災体制の構築 

①大規模災害時の連絡体制の強化と情報伝達訓練の実施 

災害発生時、災害協定を締結している関係行政機関からの要請に対して迅速に対応

できるよう、令和８年３月１７日に「災害対応ポータルサイト」を活用した情報伝達

訓練を行い、連絡体制の強化を図った。 

 

②近畿地方整備局との災害協定書の改定に向けた検討 

「災害対策基本法等の一部を改正する法律」が公布・一部施行されたことを受けて、

被災自治体への新たな支援体制を構築することが示されたことから、近畿地方整備局

と近畿管内の建設業協会とともに、平成１８年３月２０日付で近畿地方整備局と締結

している「災害等における近畿地方整備局所管施設等の緊急災害応急対策業務に関す

る協定書」の改定案の内容について検討を行った。 

 

③近畿道路啓開協議会への参画 

令和６年１月に発生した能登半島地震の教訓を踏まえ、改正道路法に基づき、道路

啓開計画の策定が法定化されたことを受けて、近畿圏域において、道路管理者のみな

らず関係機関を構成員とする「近畿道路啓開協議会」が発足し、計画策定に向けて開

催された協議会等に参画した。 

 

④災害訓練への参画 

   昨年度改定された「大阪府域道路啓開計画」に基づく大阪府域道路啓開連携訓練や

大阪府地域防災総合演習に加えて、災害時における応援協力に関する連絡訓練や大阪

府地震・津波災害対策訓練に参画した。 

 

(5) 大阪府建団連との意見交換会の開催 

  大阪府建団連と最近の建設産業を取り巻く状況について意見交換会を開催した。 

開催日 令和７年８月２８日 

・大規模災害時の連絡体制の強化と情報伝達訓練の実施 

・大阪府域道路啓開協議会に参画し、協会としての対応を検討 

・大阪府域道路啓開協議会の情報伝達訓練への参加 
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場 所 KKRホテル大阪 

議 題 1)標準労務費の設定に伴う元下契約における確実な反映 

  2)民間工事における工期設定のあり方 

3)夏季における働き方 
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３．広報委員会 

                                              

当委員会では、建設業に対する理解の促進および業界のイメ－ジアップを図ることを目

的として、一般市民およびマスコミなどへの対外的な広報活動を行うとともに、会員向け

の情報提供等の広報活動を展開している。 

 本年度実施した事項は次のとおりである。 

 

(1) インターネットを活用した情報発信 

①ホームページによる情報発信 

協会が主催する各種講習・研修会の開催情

報を会員に提供し、従前より掲載している

「技術情報データベース」や「ダウンロード

コーナー」等のコンテンツにおいて、会員へ

の迅速な資料提供と情報共有を図った。 

また、「建設業の醍醐味を知る」のコンテ

ンツにおいて、建設系工業高校生対象の現場

見学会や、外部イベントへのブース出展の取

り組み等を掲載し、協会が実施した入職促進

活動を広くアピールした。 

 

 

 

 

 

 

②大建協ニュ－スの配信 

通達等の行政施策や業界ニュース、協会行事や研修会・見学会等の開催案内など、

会員ならびに会員会社社員等に１３通のメールを配信し、情報提供を行った。 

 

 

 

 

一般社会に対し建設業に対する理解の促進を図るとともに、協会と会員企業相互

の情報交換と共有化を図るため、ホームページによる情報発信を行う。 

また、現在公開しているコンテンツをより活用できる仕組みを検討するとともに、

現場見学会等の入職促進活動のPRコンテンツを充実させ、外部への発信を強化する。 

通達等行政の施策、業界ニュースなどをタイムリーに情報提供するため、会員に

随時メールにより配信する。 

現場見学会等 PR 

「建設業の醍醐味を知る」 

https://www.o-wave.or.jp/pro2/daigomi/ 
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(2) 若年者の入職促進を踏まえた広報誌の発刊等による活動 

これまでの広報誌「O-WAVE」においては、中高生や大学生

を中心に、建設業が進路選択のひとつとなるよう情報発信

を行っていたが、今年度は、これまで「O-WAVE」の読者層で

はなかった小学生を新たな対象として、学習マンガ版O-

WAVE「マンガでわかる！建設のしごと図鑑」を発刊した。 

学習マンガ版では、小学生向けキャリア教育の支援を通じ

て、建設業への親しみや理解を育成し、将来の職業選択にお

いて前向きなイメージ形成を促すことに加え、保護者や教員

に対しても、建設業の役割や社会的意義を伝える副次的役割

を担うことを目指した。 

冊子の内容は、これまで刊行してきた「O-WAVE」

から小学生に読んでもらいたい６作品を抜粋し、

新規に「けんせつの仕事」を理解する手助けとな

る解説ページを追加した。すべての漢字に振り仮

名を加え、マンガ部分で興味を引いたうえで、解

説ページやコラムにより、建設業を体系的に学ぶことができる構成としている。 

冊子は、学校図書室で児童のキャリア学習に役立ててもらうため、大阪府下の小学

校約９５０校へ寄贈したほか、ホームページではe-Book版やPDF版を掲載し、スマート

フォンやタブレット端末で、誰もが手軽に見られるように公開した。 

また、協会が開催した全８回の建設系工業高校生対象の現場見学会を活用して、最

近の若年層の特性や建設業への興味等を探り、今後の広報活動の検討資料とするため、

参加生徒に対してアンケートを実施した。参加生徒の約５割にあたる１３１名の高校

生から回答を得た。 

 

(3) マスコミとの連携強化 

広報誌発刊に際して、一般の方々へ建設業の魅力を発信し、興味・関心を持っても

らうため、一般紙ならびに建設業界紙記者クラブへのプレスリリースを行った。また、

定時総会後の記者会見や、各委員会活動の成果物に対する記者発表および情報提供等、

協会活動の理解促進や周知啓発のため、パブリシティ活動を行った。 

建設業の社会的使命や役割を広く知ってもらい、建設業のイメージアップを図る

とともに、特に若年者に向けて建設業の魅力を伝えることにより、建設業に興味・

関心を持ってもらい、建設業界への就労の足掛かりを作ることを目的として、広報

誌「O-WAVE」を発刊する。 

また、建設系工業高校生対象の現場見学会時に実施したアンケート結果を分析し、

入職促進につながる新たな広報活動を検討する。 

協会活動に対する理解促進活動の一環として、パブリシティ活動を推進するため

に、一般紙ならびに建設業界紙に対して、適宜記者発表および情報の提供を行う。 

O-WAVE 
https://o-wave.or.jp/public/profile/publish/o-wave.html 
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４．経営委員会 

 

当委員会では、主として中小・中堅建設企業の経営に係る各種の事業を展開している。中

小・中堅企業にとっての問題点を抽出し、そのための施策について検討の上、解決に向けた

活動している。 

本年度実施した事項は次のとおりである。 

  

(1) 中小・中堅建設企業での時間外労働の上限規制適用後の多様な働き方に関する調査研究 

中小・中堅建設企業が、時間外労働の上限規制適用後の店  

社や現場で実際に行った多様な働き方およびDX化への対応に関

する調査研究を行うために「ダイバーシティ部会」を設置した。

各社で実践した２８事例を収集した後、生成AIによる事例の分

析を行った。成果物は、「多様な働き方およびDX化への対応」事

例集として会員企業への共有を図った。 

 

 

 

 

 

 

(2) 新入社員研修会の開催  

会員企業の３年目までの若手社員を対象に、建設技

術者や行政担当官等を講師として招き、建設業全般に

ついての理解促進を目的に、研修会を次のとおり開催

した。 

開催日 令和７年６月２３日～２４日 

場 所 大阪建設会館 

内 容・講 師  

      「仕事に対する心構えおよび若手社員への激励について」 

                  （株）錢高組 執行役員 人事部長 阿野 浩二 氏 

      「建設業界全般の動向について」 

         近畿地方整備局 建政部 建設産業第一課 課長補佐 高田 陽一郎 氏 

中小・中堅建設企業が、時間外労働の上限規制適用後の店社や現場で実際に行っ

た多様な働き方およびDX化への対応に関する調査研究を目的としたダイバーシティ

部会において、各社が実践した事例を収集し、成果物を作成するとともに、事例に関

するセミナーを開催する。 

会員企業の３年目までの若手社員を対象に、建設技術者や行政担当官等を講師と

して招き、建設業全般についての理解促進を目的とした研修会を開催する。 

「多様な働き方およびDX化への対応」事例集 
https://www.o-wave.or.jp/pro2/notforsale/ 

（ID・パスワード必要） 
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      「建設業法について」 

          大阪府 都市整備部 住宅建築局 建築指導室  

建築振興課 建設指導グループ 主査 山本 信夫 氏 

      「建設業における式祭対応について」 

                大阪府神社庁祭式講師 住吉神社 宮司 糸数 智子 氏 

      「建築工事について」 

コーナン建設（株） 建設本部 サポートセンター長  野村 徳二 氏 

      「都市機能を動かす土木のはなし」 

                 壺山建設（株） 事業本部 営業部長 萩野 和久 氏 

      「建設業の安全衛生について」 

                     労働安全コンサルタント 山下 一彦 氏 

参加者 ７社２７名 

 

(3) 近畿地方整備局との意見交換会の開催 

中小・中堅建設企業が抱える諸課題の解決を目的として、近畿地方整備局建政部お

よび営繕部、企画部担当官と中小・中堅建設企業が現状抱えている問題について意見

交換会を次のとおり開催した。 

開催日 令和８年３月２７日 

場 所 大阪建設会館 

議 題 1)営繕工事の発注量増加について 

2)スライド条項の受注者負担の廃止について 

3)地方自治体に対する入札時積算数量活用方式の推進への指導について 

4)質疑応答書における早期回答について 

5)女性技術者を監理（主任）技術者、現場代理人および担当技術者として

配置していた場合に産休・育休取得した際の取り扱いについて 

6)週休２日を前提とした適正な工期での契約の徹底と民間工事の発注者へ

の啓発と指導について 

7)近畿地方整備局と地方自治体との書類および積算方法の統一化について 

8)居ながら工事の際の施工条件に関する４週８閉所を実現するための休

日・夜間作業の撤廃および実働に応じた経費精算について 

9)BIM/CIMの活用による建設業界の中長期的な考え方について 

10)地方自治体に対するASPの活用促進の指導について 

11)中小業者が取り残されないためのデジタル化支援の拡充について 

12)生産性向上のための作業現場からの質疑・変更内容に関する迅速な対応

について 

13)直轄工事における工事費内訳書への労務費等の記載に関する説明会開催

を含めた建設業者に対する周知について 

 

中小・中堅建設企業が現状抱えている諸課題の解決に向けた意見交換会を開催する。 
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(4) 事業承継への取り組み 

経営環境の厳しい建設業にあって、中小・中堅建設企業は企業の発展・存続という

問題に加え、事業承継の問題が挙げられている。 

事業承継には準備として１０年計画が必要ともいわれ、組織・人材戦略や技術、ノ

ウハウの維持、向上など企業の発展においても重要な課題となっている。 

このため、若手経営者の参加者による自主的な運営のもと、「経営承継」を重要なテ

ーマとして、経営者としての必要な知識、考え方、技量などを高めることを目的に、

ディスカッション形式による「事業承継セミナー」を次のとおり開催した。 

日 時  令和７年１０月３０日  

場 所  大阪建設会館 

テーマ  社長の仕事、経費、所属団体について 

参加者  １０社１０名 

 

(5) 全国建設業協会からの調査依頼に対する協力 

中小・中堅建設企業の施策を反映させるため、全建からの調査要請に対し、「セーフ

ティネット保証５号に係る業況調査について」に関する調査協力を行った。 

 

  

本年度は参加者の自主運営により、カリキュラムを策定し、参加者相互のディス

カッションを中心とした「経営者としての意識の持ち方、経営者の在り方」を考える

場や参加者同志の理解を深める場を提供する。なお、必要に応じて、業界経験者から

の体験談や、経営者としての財務、会計等の知識習得、コンプライアンスや事業継続

計画などに関するセミナーも開催する。 

中小・中堅建設企業の施策を反映させるため、全建からのさまざまな調査要請に対

し、資料提出等、調査協力を行う。 
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５．建築委員会                

 

当委員会では、業界の建築技術水準のレベルアップに寄与するため、建築施工分野にお

ける品質に関する諸問題や技術の改善および生産性の向上を目的とした調査・研究活動や

法令、制度を含めた建築全般に係る諸問題について、多角的な視点から課題に取り組んで

いる。  

本年度実施した事項は次のとおりである。 

 

(1) 品質確保、働き方改革の推進に向けた取り組み 

 ①若手技術者のための書籍『知っておきたい解体工事』の改訂 

高度成長期に建てられた建物の老朽化が進み、今後も建て替えに伴う解体工事が見

込まれている。解体工事では重大事故につながるおそれがあるため、事前準備や計画、

安全管理を適切に行うことが重要であり、このような背景から、平成２８年３月に『知

っておきたい解体工事』を発刊したが、発刊から９年が経過し、特に石綿（アスベス

ト）に関する法改正などを受けて、現在の状況に対応した書籍とするために改訂作業

を進めている。 

 

 ②施工の創意・工夫・改善の事例収集および水平展開に関する取り組み 

建設現場の働き方改革や技術向上、生産性の改善を進めるため

に、昨年度から会員企業が現場で行っている工夫や改善の事例を

収集し、会員全体で共有できる取り組みを行っており、今年度も

２８事例の提供があり、当協会のホームページに掲載した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

若手技術者には現場管理における知識や技術を身につけるとともに、現場の進捗

状況の把握、品質・安全の管理、トラブルの対処などに対して適切に対応する能力

が求められているため、若手技術者の知識や技術の向上を目的に、分かりやすく解

説した業務に役立つマニュアルを作成しており、一部のマニュアルは更新する必要

があることから改訂に取り組む。 

建築工事における働き方改革の推進や生産性向上を図るため、時短につながる施

工の創意・工夫・改善にかかる事例を収集し、会員会社で水平展開に関する取り組み

を行う。 

創意工夫改善事例 
https://www.o-wave.or.jp/osaka/data/siryou/2025/index.html 

（ID・パスワード必要） 
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③生成AIを活用した生産性向上に向けたセミナー開催等の取り組み 

（建築委員会・土木委員会合同） 

建設現場における生産性向上の一環として、

生成AIに慣れ親しむとともに、業務での活用の

きっかけとなるよう生成AI体験セミナーを次

のとおり開催した。当セミナーでは、生成AIの

基礎知識と現状にかかる講演に加え、受講者が

持参したパソコンを用いて、文章の作成や現場

課題解消に向けた生成AIの活用方法、RAGの活

用などを体験した。 

   開催日 令和８年３月９日 

   場 所 國民會館 

   内容・講師  

第１部 生成AIの基礎知識とAIに関する足元の状況について 

       第２部 生成AI活用体験 

                  (株)大塚商会 AIビジネス推進課 郡司 篤 氏 

   受講者 ３０名 

 

(2) 担い手確保に向けた建設業の魅力発信に関する取り組み 

（建築委員会・土木委員会合同） 

建設業の担い手

確保を目的に、大学

生に向けて建設現

場はこれまでの世

間のイメージと大

きく異なることや

働きやすい職場で

あることを発信す

るため、実は作業所長である“大阪のおっちゃん”が建築・土

木の現場を面白く案内する１８０度VR動画を作成し、当協会YouTubeチャンネルで配信

した。 

建設業界における担い手確保に向けて、大学生等をターゲットにしぼり、建設業界

への入職促進につなげるため、建設業は安心して働き続けられる仕事であることや、

やりがいのあるカッコイイ仕事であることなど、VR等を活用した情報発信コンテン

ツを作成するとともに、その周知活動を展開する。 

生成AIは建設業においても生産性向上が期待されていることから、建設現場にお

ける生成AIの活用方法や使用上注意する点等についての説明や実際に生成AIを体験

するなどセミナーを開催する。 
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また、昨年度に引き続き、学生が知りたいことや若手技術者が知ってほしい建設業

の良さなどを、若者が気軽に視聴できるショート動画を計６本作成した。 

 

 

 

 

 

 

(3) 若手技術者への知識、普及啓発活動 

材料の相性（適材適所）や選定についての

理解を深め、建築材料（素材）への興味を持

ってもらうため、若手技術者がミス防止に

つながる事例紹介やワンポイントアドバイ

スなどを盛り込んだ書籍『若手技術者のた

めの知って得する建築材料の話』の内容を

分かりやすく解説した動画を配信した。 

配信日 令和８年２月２日 

内容・講師 

「第３章 屋根に用いる材料」「第４章 内装に用いる材料」 

(株)竹中工務店 大阪本店 技術部  

建築技術グループ シニアチーフエキスパート 渡邊 信治 氏 

「第１章 構造部材に用いる材料」「第５章 話題の材料、機能性材料」 

       (株)大林組 大阪本店 建築事業部 品質管理部長 笹田 秀幸 氏 

 「第２章 外装（外壁）に用いる材料」 

(株)奥村組 西日本支社  

建築技術部 計画・生産設計課 主管 山下 謙 氏 

 

 

 

 

 

 

(4）関係行政機関・団体への協力 

①全国建設業協会の調査研究等活動への協力 

  全国建設業協会より募集依頼のあった「建設工事の施工上の工夫・改善、事業提案」

へ参加した。 

 

若手技術者を対象として、現場を管理する上での知識・能力向上を目的に、これま

でに作成した書籍を用いて、セミナーを開催する。 

「建築材料の話」解説動画 
https://www.o-wave.or.jp/pro2/seminar-wakate2025/ 

（ID・パスワード必要） 
 

大建協YouTubeチャンネル 
https://www.youtube.com/@o-wave_jp 
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６.土木委員会 

 

当委員会では、入札契約制度や生産性の効率化等土木工事を取巻く諸問題について、

関係機関等に提言・要望を行う他、土木施工分野における品質・施工技術の向上や生産

性の向上、施工の合理化等を目的に調査・研究活動に取り組んでいる。 

本年度実施した事項は次のとおりである。 

 

（1）近畿地方整備局との意見交換会の開催 

①近畿地方整備局との意見交換会の開催 

建設行政および建設産業のあり方等について意見交換・情報交換を行い、働き方改

革や入札契約制度の改善等を目的として、近畿地方整備局企画部等と意見交換会を開

催した。 

開催日 令和７年１０月６日 

場 所 KKRホテル大阪 

議 題 1)「土木工事書類作成スリム化ガイド」および「受発注者コミュニケーシ

ョンガイド」の運用について 

2)入札前設計書に関する質疑回答日の前倒しや配置予定技術者の実績要件

の緩和、分任官発注工事の拡充など入札契約について 

3)舗装工事における適切な工期設定や実勢価格に合わせた単価設定、発注

者における確実な業務の引き継ぎなど現場運営について 

 

②近畿地方整備局担当官との懇談会の開催 

１０月に実施した意見交換会を踏まえ、近畿地方整備局および当協会双方からの情

報提供をもとに、実務者レベルでの意見交換会を次のとおり開催した。 

開催日 令和８年２月１３日 

場 所 ホテルプリムローズ大阪 

議 題 1)近畿地方整備局から評価基準見直し等の情報提供  

2)大阪建設業協会から土木工事現場勤務実態調査報告書別冊版の情報提供 

3)意見交換（自由討議） 

 

 

 

 

時間外労働上限規制を受けて、土木工事現場における勤務実態調査および技術者

の意識調査を取りまとめた現場勤務実態調査報告書をもとに、働き方改革推進に向

けた意見要望を行う。 

また、入札契約制度について、総合評価落札方式における施工実績や技術者要件

の緩和、発注案件数の確保の他、地域建設会社の抱える諸問題について、近畿地方

整備局企画部等と意見交換会を開催する。 
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(2) 大阪府・大阪市等地方自治体との懇談会の開催 

①大阪府都市整備部との意見交換会 

大阪府の入札契約制度や業務の効率化等について、意見交換会を次のとおり開催した。 

開催日 令和８年１月１４日 

場 所 大阪建設会館 

議 題 1)技術提案にかかる対象の項目の絞り込みや作成期間の延長、評価方法の改善

等、総合評価落札手続きについて 

2)電子入札システムのファイル添付や質疑回答に関する利便性向上等、入札

について 

3)書類作成・提出・確認業務における効率化、受注者側に責がない場合の

費用負担のガイドライン策定等、施工について 

4)その他、引き継ぎ図書や表彰基準等について 

 

②大阪市建設局との意見交換会 

大阪市建設局発注工事における入札制度や施工上の問題について、地域建設会社と

の意見交換会を次のとおり開催した。 

開催日 令和８年２月５日 

場 所 ATCビル 

議 題 1)ランダム係数により意図せず低入札となってしまった場合の辞退、総合

評価落札方式での積極的な情報公開等、入札について  

2)工事着手時期の遅延防止に向けた局内での情報共有体制の強化、設計変

更協議資料の簡素化、見積採用項目のスライド適用等、施工について  

 

(3) NEXCO西日本関西支社や日本下水道事業団との意見交換会の開催 

①NEXCO西日本関西支社との意見交換会 

NEXCO西日本関西支社の入札契約制度や円滑な施工の実現について、実務担当者レベ

ルでの意見交換会を次のとおり開催した。 

開催日 令和７年１２月１６日 

場 所 NEXCO西日本関西支社 

議 題 1)質疑回答や設計図書の不備、入札参加要件、積算基準等、入札について 

2)「工事管理スリム化ガイド」や設計変更、新単価協議や実勢価格の反映

等施工中において問題になった事柄について 

 

総合評価落札方式に関する意見要望の他、技術要件の緩和、入札制度および契約

の適正化、建設業の働き方改革等について、大阪府や大阪市等地方自治体と懇談会

や面談を行う。 

入札契約制度や適正工期・設計変更、施工段階における問題等について、NEXCO西

日本関西支社や日本下水道事業団等発注機関と意見交換会を開催する。 
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②日本下水道事業団との意見交換会 

   民間事業者の働き方改革と日本下水道事業団工事の魅力向上を推進する取り組みと

した令和７年度版「民間事業者との共創プロジェクト」をもとに意見交換会を次のと

おり開催した。 

開催日 令和７年８月２６日 

場 所 日本下水道事業団 

議 題 1)令和７年度版「民間事業者との共創プロジェクト」について 

2)工事関係書類の簡素化、配置予定技術者の要件緩和等についての意見交換 

 

(4) 現場勤務実態調査をもとにした働き方改革推進に向けた取り組み 

時間外労働上限規制適用後の土木工事現場での勤務の実態

について調査を行い発行した『土木工事現場勤務実態調査（第

５回）報告書』の従事技術者の意識調査結果の部分より、若手

技術者の回答に特に注目し、残業時間帯の違いや年齢階層等

による技術者の意識の差や課題点について、さらに詳細に分

析した別冊版『どうする？土木現場のコミュニケーション』を

発行した。 

今後、当別冊版をもとに各発注機関と分析結果や課題点を

共有し、新しい働き方に向けた取り組みを進めていく。 

 

(5）地域建設会社における技術向上に向けた取り組み 

   地域建設会社の技術力向上を目的として、ICT技術に取り組んでいる現場見学会を開

催した。 

   開催日 令和８年１月２３日 

場 所 猪名川東園田・今在家地区河道掘削工事 

    （（株）香山組） 

   参加者 １０名 

  

  

時間外労働上限規制を受けて、土木工事現場における現場書類作成等の各業務に

おける勤務実態調査およびワーク・ライフ・バランス、コミュニケーションの取り

方に関する技術者の意識調査を取りまとめた現場勤務実態調査報告書を基礎資料

とし、各発注機関と意見交換を行う。また、意識調査について、年代や性別等様々

な切り口から詳細な内容を取りまとめた報告書を作成する。 

地域建設会社における BIM/CIM、ICT 施工現場等の見学等、技術向上に向けた取り

組みを行う。 
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(6) 施工の合理化等に関する調査研究と情報提供 

土木工事における「生産性向上」に関する取り組みおよび施工の創意･工夫・改善事

例アンケートを実施した。｢ICT、BIM/CIM、省力化・合理化、AI｣といった技術面での

深化が望まれる生産性向上に関する取り組みや、「環境、品質、安全」などにおける創

意・工夫・改善等に関する取り組み事例を募集した。 

回答のあった４７事例を精査の上、取り組み内容をホームページの「技術情報デー

タベース」に掲載し、会員への情報提供を行った。 

本データベースでは、写真や図面等を多用し、取り組み内容をより分かりやすく解

説している他、取り組んだ理由や効果、施工上の留意点など詳しく紹介している。 

 

 

 

 

 

 

(7) 土木技術講習会の開催 

土木工事における施工技術や生産性の向上・改善、施工の合理化等に資することを

目的に、オンラインセミナーを開催した。セミナーでは、「ICT」｢省力化・合理化｣

「BIM/CIM」に関する取り組み６事例、「環境」「安全」に関する取り組み２事例、合計

８事例についての取り組み内容等を解説した。 

開催日 令和８年３月２日～８日 

内容・講師  

【ICT】「センシングデバイスの活用による土留変位管理の工夫」 

                  (株)淺沼組 JR八条南高架作業所 新居 史朗 氏 

【ICT】「MR技術によるコンクリート締固め管理システム」  

(株)錢高組 技術本部 技術研究所 主任研究員 安部 剛 氏 

【ICT/省力化・合理化】 

「山岳トンネル工事におけるプロジェクションマッピングの活用」 

                       (株)大本組 土木本部 総合技術部 土木技術課 都川 信吾 氏 

 

土木工事における施工技術や生産性の向上・改善、施工の合理化等に資すること

を目的に、会員各社の創意・工夫・改善の取り組み等に関する調査研究を行う。 

また、DX・ICT・省力化、環境、安全、品質をテーマに施工技術等の情報を収集し

て、情報発信を行う。 

土木工事における施工技術ならびに生産性の向上・改善、施工の合理化等に関す

る事例を紹介し、今後の現場運営の参考とするため、土木技術者、施工担当者等を

対象とした講習会を開催する。 

創意工夫改善事例 

https://www.o-wave.or.jp/osaka/data/siryou/2025/index.html 

（ID・パスワード必要） 
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【ICT/省力化・合理化】 

「３Dプリンティング技術の現場での実施工による生産性向上」 

清水建設(株) 関西支店  

土木技術部 技術第１グループ 主査 白田 隆一郎 氏 

【ICT/BIM・CIM/省力化・合理化】 

「躯体構築における生産性の向上（３D模型）」 

「LiDAR 計測技術を活用したICT法枠工の出来形管理事例」 

(株)鴻池組 本社 土木事業総轄本部  

技術本部 技術企画部 インフラDX課 林 逸貴 氏 

【安全】「XR技術による上空に存在する進入禁止エリアの可視化」 

(株)奥村組 土木本部 土木技術部 技術２課 永田 真輝 氏 

【安全】「線路直上にある老朽化した道路橋の撤去計画」 

大鉄工業(株)土木支店土木工事部第３部 出野 幸一 氏 

受講者 ２４社１１７名 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(8) 土木工事現場見学会の開催 

土木技術者、土木工事施工管理者や担当者等の研修の

場として、大規模現場や特殊工法等を採用する土木工事

現場の見学会を開催した。 

開催日 令和７年１２月３日 

場 所 1)なにわ筋線西本町駅部土木工事 

（錢高組・熊谷組・淺沼組共同企業体） 

参加者 ７社１１名 

 

土木技術者、土木工事施工担当者等の研修の場として、大規模現場や特殊工法等

を採用する土木工事現場等の見学会を開催する。 

土木オンラインセミナー 

https://www.o-wave.or.jp/pro2/seminar_doboku2026/ 

（ID・パスワード必要） 
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2)阪急電鉄京都線・千里線淡路駅周辺連 

続立体交差事業 

（奥村組・錢高組・熊谷組共同企業体 

(２工区)） 

参加者 ６社１２名 

 

 

(9)土木遺産を題材とした土木技術の魅力啓発に向けた取り組み 

 土木技術のすばらしさや、その奥深い面白さを広く社会に伝え、土木構造物の価値を

分かりやすく、かつ、魅力的に発信することで、現場で活躍する若手技術者の誇りやモ

チベーションを高めるとともに、将来の担い手となる学生に対して、土木分野の魅力を

アピールすることを目的に、土木遺産の歴史的背景や技術的特徴、現代社会における意

義を紹介する動画等の作成に取り掛かった。 

 

(10) 関係行政機関・団体への協力 

①東京建設業協会ICT部会との情報交換会の開催 

 東京建設業協会ICT部会と、各社のICT技術やDXの取り組み等についての情報交換会

を開催した。 

開催日 令和８年３月１２日 

場 所 大阪建設会館 

議 題 1)大阪建設業協会からの情報提供  

     （各社の取り組み、大阪建設業協会としての取り組み） 

2)東京建設業協会からの情報提供（各社の取り組み） 

3)意見交換（自由討議） 

 

②令和７年度近畿ブロック地域懇談会・近畿ブロック会議に対する協力 

令和７年度近畿ブロック地域懇談会・近畿ブロック会議に向け、意見・要望等の取

りまとめに協力した。 

 

③全国建設業協会の調査研究等活動への協力 

全国建設業協会より募集依頼のあった「建設工事の施工上の工夫・改善、事業提案」

へ参加した。  

・近畿管内府県建設業協会・全国建設業協会と国土交通省本省・近畿地方整備局と 

 の意見交換会に向けて要望事項を抽出する。 

・全国建設業協会の調査研究等事業活動への協力を行う。 

関西における土木遺産を紹介し、土木技術の素晴らしさを幅広く発信すること

で、若手技術者の意欲を高めるとともに、将来の担い手へのアピールを目的に、建

設業界の活性化につなげることとする。 
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７．環境委員会 

 

当委員会では、汚染土壌ならびに建設副産物の適正処理とリサイクル促進、また、建設 

業に係る環境問題等についての調査・研究を行っている。 

本年度実施した事項は次のとおりである。 

 

(1) 汚染土壌や建設副産物の適正処理推進ならびに環境問題への対策等に関する調査研究 

建設廃棄物の抑制や自ら利用、汚染土壌や産業廃棄物の適正処理、再資源化等につ

いて意見交換会を開催した。 

 ①大阪市環境局環境管理部との意見交換 

   開催日 令和７年７月２９日 

   場 所 大阪建設会館 

   議 題 1)再生資源利用促進計画書の作成について 

       2)石綿の事前調査報告における指導状況および「事前調査結果の詳細 

票」の簡素化について 

       3)「特定建設作業実施届出書」の石綿関係の記載対象および届出者名 

義について 

       4)建設作業所、事務所で発生する廃ペットボトル等の取り扱いについて 

       5)建設汚泥やガレキ類の自ら利用について 

       6)その他、行政処分の指示書の宛名、土壌汚染等について 

 ②大阪府環境農林水産部循環型社会推進室との意見交換 

   開催日 令和７年８月４日 

   場 所 大阪建設会館 

   議 題 サーキュラーエコノミーの取り組みについて 

 

(2) 汚染土壌・廃棄物処理施設等の見学会の開催 

建設業界において、カーボンニュートラルへの対応が求められていることから、廃

食油を精製・蒸留してバイオ燃料を作る施設の見学を行った。 

開催日 令和８年３月６日 

建設副産物の減量化・再資源化、建設廃棄物の抑制や自ら利用の促進等について、

大阪府下関係行政機関と意見交換会等を開催する。 

また、元請業者として、汚染土壌や産業廃棄物の適正処理を行う上での問題・課題、な

らびに環境関連法令等の規制・基準の緩和、行政報告・届出等の簡略化や行政指導に対す

る疑義について、必要に応じて関係行政機関と意見交換会を開催する。 

汚染土壌や建設副産物等の処理方法やリサイクルシステム等に関する最新情報の 

収集や現状等を把握するため、良好な処理施設・浄化施設、不法投棄対策工事や環 

境対策を実施する現場等の見学会を開催する。 
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場 所 三和エナジー(株) 

参加者 １４名 

 

 

 

 

 

 

 

(3) 書籍『クリーン＆リサイクル』の改訂 

   建設副産物の適正処理および減量化、再資源の手引書として平成５年３月に『クリ

ーン＆リサイクル』を発刊して以降、法改正などによる改訂を数回にわたって行って

いる。令和３年３月には、廃棄物処理法の改正、フロン排出抑制法の改正、大阪府土

砂埋め立ての規制に関する条例の制定等により改訂第７版を発刊したが、令和５年５

月に盛土規制法の施行および資源有効利用促進法が改正されるなど、建設発生土に対

して厳格な管理が求められるようになったことから、改訂版の作成に着手した。 

 

(4) 関係行政機関、関係団体との連携 

①令和７年度第１回大阪府産業廃棄物不適正処理対策会議 

開催日 令和７年５月２１日（WEB開催） 

議 題 令和７年度大阪府産業廃棄物不適正処理防止推進事業計画（案） 

令和７年度大阪府産業廃棄物不適正処理防止推進強化月間事業 

（６月期）（案） 

②令和７年度第２回大阪府産業廃棄物不適正処理対策会議 

開催日 令和７年１０月３日（書面開催） 

議 題 令和７年度大阪府産業廃棄物不適正処理防止推進強化月間事業 

（１１月期）（案） 

③大阪府「みんなで防止!!石綿飛散」推進会議 

開催日 令和７年１１月２５日 

場 所 大阪府咲洲庁舎 

議 題 1)推進会議の設置要綱について 

2)行政機関における石綿飛散防止対策等の取り組み等について 

3)石綿飛散防止対策に係る周知の取り組みについて 

・全国建設業協会建設生産システム委員会の事業活動に対する協力 

・建設副産物対策近畿地方連絡協議会への参画 

・大阪府産業廃棄物不適正処理対策会議への参画 

・大阪府「みんなで防止!!石綿飛散」推進会議への参画 
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８．労働委員会                

 

当委員会では、建設労働問題に関する労働法規、労働福祉の改善、専門工事業者の労務

問題、若年者の入職促進と人材育成、社会保険未加入問題等の事項の調査・研究活動を行

っている。 

本年度実施した事項は次のとおりである。 

 

(1) 働き方改革推進に向けた調査・研究 

①「目指せ！建設現場 土日一斉閉所」運動に関する取り組み 

   

 

 

 

建設業における労働時間の削減と将来の担い手確保には、建

設現場における週休２日（土日閉所）の定着が必要不可欠であ

ることから、これまでの建設業団体に２団体が加わり計６団体

で、建設現場における土日一斉閉所を目指すため、「目指せ！

建設現場 土日一斉閉所」運動を展開した。当協会独自のポス

ターを作成し、会員会社への配布や発注者が参加する会議での

PRと併せて、YouTube動画を作成し、周知・啓発を行った。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

②働き方改革進捗調査の実施 

若年者が業界を選択する上で労働環境も重要な要素となることから、平成３０年

から２年毎に会員会社における現場職員の労働時間の現状や休暇取得の状況、経年

変化の把握のため、第５回目となる働き方改革進捗調査を実施した。 

 

 

建設現場における土日閉所の定着が労働時間の減少や担い手確保にもつながるこ

とから、「目指せ！建設現場 土日一斉閉所」運動に関する取り組みを推進すると

ともに周知啓発活動を実施する。 

建設業における労働時間の実態や労働時間削減の取り組みに関する現状を把握

するため、平成３０年から過去４回にわたって実施した働き方改革に関するアン

ケート調査を行う。 

土日一斉閉所ポスター・動画 
働き方改革推進取り組み事例 

熱中症予防対策事例 
https://o-wave.or.jp/hatarakikata/ 
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(2) 各種労働問題における調査・研究 

 

 

①働き方改革推進に向けた取り組み事例の収集と会員間での共有 

会員会社が現場や社内で実施している労働時間削減や業務効

率化等の取り組み事例を収集し、取り組み内容や効果を会員間

で共有できるよう、当協会ホームページに掲載した。 

 

 

 

②熱中症予防対策事例の収集と会員間での共有 

    近年の熱中症リスクの高まりを受けて、特

に屋外作業が多い建設業では、技術者・技能者

だけでなく、警備員などを含むすべての建設

従事者に向けた熱中症対策の強化が不可欠と

なっていることから、会員会社における熱中

症予防対策事例を収集するとともに、当協会

ホームページに会員間での共有を図るため、専用ページを設けた。 

 

(3) 建設キャリアアップシステム（CCUS）の普及促進に向けた取り組み 

 

 

 

  ①CCUS現場見学会の開催 

CCUSの運用について積極的に取り組んでいる建設

現場への見学会を次のとおり開催した。 

開催日 令和７年１１月２６日 

場 所 GSユアサ守山工事事務所 

三井八幡造成工事事務所（(株)大林組） 

参加者 委員長・委員１１名 

 

  ②CCUS運用実践説明会・登録相談会の開催 

会員会社、一次および二次の協力会社を対象に

CCUS運用実践説明会ならびに登録相談会を次のとお

り開催した。 

開催日 令和８年２月１３日 

    場 所 國民會館  

参加者 ６社１０名 

 

 

CCUSの普及促進に向けて、CCUSの利活用や運用等先進的に取り組んでいる建設

現場を見学するなどの取り組みを行う。 

時宜にかなった労働問題の課題解決に向けて検討を行う。 
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(4) 建設雇用改善推進事業の実施 

 

 

 

 

 

 

①施工体験セミナーの開催 

大阪府下の建設系高校生を対象に、型枠施工体験および建設機械試乗体験を盛り

込んだ施工体験セミナーを次のとおり開催した。 

開催日 令和８年３月１６日 

場 所 三田建設技能研修センター 

参加者 ９名 

（大阪府立工芸高等学校、大阪府立布施工科高等学校、堺市立堺高等学校） 

 

②高校生を対象とした現場見学会の開催 

建設業に対するイメージアップおよび建設業への入職促進を目的に、大阪府下の

高校生を対象とした現場見学会を次のとおり開催した。 

1)大阪府立都島工業高等学校都市工学科２年生 

開催日 令和７年１１月２１日 

場 所 なにわ筋線西本町駅部土木工事 

参加者 ４６名 

2)堺市立堺高等学校建築インテリア創造科２年生 

開催日 令和７年１２月５日 

場 所 プロロジスパーク豊中プロジェクト 

参加者 ３６名 

3)大阪府立布施工科高等学校建築システム専科２年生・設備システム専科２年生 

開催日 令和７年１２月１９日 

場 所 平城宮跡歴史公園第一次大極殿院東楼復原整備工事 

参加者 ２６名 

4)大阪府立都島工業高等学校都市工学科１年生 

開催日 令和７年１２月２３日 

場 所 （仮称）瓜生堂車両基地整備工事 

参加者 ５３名 

5)大阪府立布施工科高等学校建築システム専科２年生・設備システム専科２年生 

開催日 令和８年１月３０日 

場 所 大阪府営吹田桃山台第２期高層住宅（建て替え）新築工事 

参加者 ２３名 

6)大阪府立西野田工科高等学校建築システム専科２年生 

開催日 令和８年２月２日 

建設業界の就労者数の減少を受けて、若年者の入職・育成および技能継承への

取り組みが喫緊の課題となっていることから、若年者の入職促進のための指導援

助、啓発・広報、調査研究を行う。 

また、行政機関と連携し、高校生を対象とした建設労働体験セミナー、現場見

学会を開催する。 
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場 所 （仮称）大阪市東淀川区上新庄２丁目賃貸集合住宅新築計画 

参加者 ７名 

7)大阪府立工芸高等学校建築デザイン科１年生 

開催日 令和８年２月５日 

場 所 （仮称）大阪つくば開成高等学校計画 

参加者 ３７名 

8)大阪府立西野田工科高等学校都市工学専科２年生 

開催日 令和８年２月９日 

場 所 新今宮幹線(横堤)２０００mmその他配水管布設替工事 

（推進工事、鋼管製作ならびに内管挿入・据付工事他） 

参加者 ６名 
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Ⅳ．その他の実施事業 
 

１．第３２回大阪府建設業暴力追放推進大会 

暴力団等の不法不当行為・介入を建設業界から排除することを目的として、当協会を 

含む在阪の建設業８団体で結成する大阪府建設業暴力追放対策協議会主催による建設業

暴力追放推進大会を、大阪府警察本部暴力団対策室および(公財)大阪府暴力追放推進セ

ンターの協力を得て次のとおり開催し、暴力団等の排除に関する決議を採択した。 

開催日 令和７年９月１３日 

場 所 建設交流館 

内容・講師 ・大会決議 

・暴力団排除に関する講話 

   「暴力団・半グレ・匿名・流動型犯罪グループによる組織犯罪の情勢 

と対策について」 

             大阪府 警察本部 刑事部 捜査第４課 課長補佐 神田 哲生 氏 

  参加者 ２０２名 

 

 

Ⅴ．会議等の開催 
 

１．総 会 

  第５１回定時総会を次のとおり開催し、上程議案すべてが原案どおり承認可決された。 

開催日 令和７年５月２２日 

場 所 シェラトン都ホテル大阪 

審議事項  

・第１号議案 令和６年度事業報告の件 

・第２号議案 令和６年度貸借対照表、損益計算書および附属明細書承認の件 

・第３号議案 令和７年度事業計画承認の件 

・第４号議案 会費改正について 

・第５号議案 令和７年度収支予算承認の件 

   出席者 会員総数１０４社中、委任状を含め９４社が出席 

 

２．理事会 

(1) 第４２７回（令和７年５月８日開催） 

議事事項 

①令和７年度（第５１回）定時総会の開催に関する件について 

1)定時総会に付議する事項について 

・第１号議案 令和６年度事業報告の件 

・第２号議案 令和６年度貸借対照表、損益計算書および附属明細書承認の件 

・第３号議案 令和７年度事業計画承認の件 

・第４号議案 会費改正について 
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・第５号議案 令和７年度収支予算承認の件 

2)定時総会の進行スケジュールについて 

②当協会参与の委嘱（交代）について 

③事務局長への昇格について 

   ④日本建築協会理事候補者の推薦について 

   ⑤第４４回大阪都市景観建築賞（大阪まちなみ賞）に対する協賛について 

   ⑥一般社団法人国土強靱化研究所入会のお願いに対する対応について 

   ⑦当協会の委員会報告について 

 

(2) 第４２８回（令和７年７月７日開催） 

議事事項 

①国土強靱化実施中期計画について 

②中野国土交通大臣との懇談会について 

③「（一社）全国建設業協会統一様式 おそれ情報通知書」の作成について 

④建設業および建設関連業ならびに自衛隊における人材確保の取り組みに係る申合

せについて 

⑤大阪府発注工事における金抜設計書の表記方法の見直しについて 

⑥令和７年度大阪府地域防災総合演習への参加報告について 

⑦諸行事の今後の予定について 

⑧当協会の委員会活動について 

 

(3) 第４２９回（令和７年９月３日開催） 

議事事項 

 ①令和７年度近畿ブロック地域懇談会・近畿ブロック会議への提案要望事項（案）

について 

②近畿地方整備局と当協会との意見交換会における要望事項（案）について 

③国土交通省令和８年度予算概算要求概要 

④大阪市における総合評価落札方式の改正について 

⑤大阪労働局・近畿地方整備局連名による公共・民間発注者へ「建設業の働き方 

 改革等の実現に向けた取り組みの協力依頼」について 

   ⑥建設業界研究博開催について 

 ⑦諸行事の開催報告ならびに今後の予定について 

 ⑧当協会の委員会活動について 

 

(4) 第４３０回（令和７年１１月５日開催） 

議事事項 

①再入会申し込み会社の取り扱いについて 

②（一社）建設専門工事業雇用推進協会主催「建設匠フェア」への支援について 

③令和７年度近畿ブロック地域懇談会ならびに近畿ブロック会議の開催報告について 

④令和７年度近畿地方整備局と当協会との意見交換会の開催報告について 
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⑤国土交通大臣と建設業団体の意見交換会について 

   ⑥諸行事の開催報告ならびに今後の予定について 

   ⑦当協会の委員会活動について 

 

(5) 第４３１回（令和８年２月４日開催） 

議事事項 

①一般社団法人国土強靱化研究所入会のお願いに対する対応について 

②災害時等における近畿地方整備局管内の災害応急対策業務および建設資材調達に

関する協定書の締結について 

③地域懇談会等における諸問題の意見交換会開催報告について 

④設備工事業２団体からの「働き方改革推進」に関する共同要請について 

⑤建設業界の発展を担う大学生に向けた魅力発信プログラム（案）について 

⑥諸行事の開催報告について 

⑦当協会の委員会活動について 

 

(6) 第４３２回（令和８年３月２日開催） 

議事事項 

①令和８年度事業計画（案）骨子について 

②令和８年度正会費（案）について 

③令和８年度収支予算書（案）について 

（参考）令和７年度収支計算書（見込み）について 

④令和８年度（第５２回）定時総会進行スケジュール（案）について 

  ⑤再入会申し込み会社の取り扱いについて 

  ⑥災害時等における近畿地方整備局管内の災害応急対策業務および建設資材調達に

関する協定書の修正について 

⑦建設業労働災害防止協会大阪府支部の役員候補者の推薦ならびに代議員の選任に

ついて 

⑧令和８年３月から適用する公共工事設計労務単価について 

⑨民間請負契約約款の活用について 

⑩当協会の委員会活動について 

  

３．参与会・地区代議員会合同会議 

第５１回定時総会に付議する事項を審議するため、第１１３回参与会・第１２９回地

区代議員会を次のとおり開催した。 

開催日 令和７年５月８日 

場 所 大阪建設会館 

議 題 ①地区代議員正・副議長の選任について 

②令和７年度（第５１回）定時総会に付議する事項について 

・第１号議案 令和６年度事業報告の件 

・第２号議案 令和６年度貸借対照表、損益計算書および附属明細書承
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認の件 

・第３号議案 令和７年度事業計画承認の件 

・第４号議案 会費改正について 

・第５号議案 令和７年度収支予算承認の件 

③令和７年度（第５１回）定時総会の開催について 

④『土木工事現場勤務実態調査（第５回）報告書』 

⑤『働き方改革進捗調査結果報告書（２０２４）』 

⑥『建設工事の職種および年齢別人員構成調査（第１０回）報告書』 

 

Ⅵ．諸行事の開催 
 

１．在阪建築１６団体合同新年交礼会 

在阪の建築１６団体の会員が一堂に会する令和８年新年交礼会を、近畿地方整備局長、

大阪府副知事ならびに叙勲・褒章受章者等の出席を得て次のとおり開催した。 

開催日 令和８年１月５日 

場 所 リーガロイヤルホテル 

参加者 ７３８名 

 

２．第６６回会員表彰 

永年にわたって建設業界の発展・向上に寄与された方の功績を顕彰するため、当協会

表彰基準に基づく会員表彰を行った。なお、当表彰に関しては、会員代表者より賞状と

記念品をもって受賞者に伝達した。 

表彰日 令和７年５月２２日 

受賞者 表彰規程該当者 １８７名 

・規程第４条〔Ｂ〕 会員会社役員  １０名 

・規程第５条第１号 会員会社従業員１７７名 

 

３．第７６回慰霊祭 

当協会会員代表者および役員の物故先覚者の御霊４２８柱と新霊６柱を祀るため、会 

長を祭主として、理事などの参詣者を得て、慰霊祭を次のとおり斎行した。 

開催日 令和７年１０月２４日 

場 所 生國魂神社 

参詣者 １３名 

 

４．第７１回野球大会 

野球を通じて当協会加盟会社職員の体位向上を図るとともに、会員相互の親睦を深め 

ることを目的に１４チ－ムの参加を得て、ト－ナメント方式により次のとおり開催した。 

開催日 令和７年１０月２０日～２２日 

場 所 万博記念公園スポーツ広場 

成 績 ①優 勝    （株）奥村組 
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②準優勝    （株）竹中工務店 

③３ 位    （株）鴻池組、（株）大林組 

④最優秀選手賞 唐登 功太郎 氏［（株）奥村組］ 

⑤打撃賞    谷元 将弥 氏［（株）奥村組］ 

⑥敢闘賞    平井 開人 氏［（株）竹中工務店］ 

 

５．建設業界研究博の開催 

  人材確保については、これまで以上に産業間の競争が激化していることから、建設業

界に入職を希望する学生に対し、いち早く効率的な協会会員企業との出会いの機会を設

け、将来を担う優秀な人材を確保することを目的とした建設業界研究博を、近畿地方整

備局、大阪労働局および大阪府の後援を得て、次のとおり開催した。 

 開催日 令和７年８月８日  

場 所 梅田センタービル・クリスタルホール 

企業数 ４０社 

参加者 ５２名（１９大学、３大学院、１専門学校等） 

 

６．文化講演会ならびに天神祭会員懇談会 

当協会の役員、委員会委員長、委員参加による文化講演会と会員相互の親睦を深める

ことを目的とした会員懇談会を天神祭当日に次のとおり開催した。 

開催日 令和７年７月２５日 

場 所 大阪建設会館 

内容・講師 ・文化講演会 「建設DX最前線：AI・ロボット時代の人間の役割とは」 

              （株）建設ITワールド 代表取締役 家入 龍太 氏 

     ・会員懇談会 

参加者 ２９社６５名 

 

７．令和７年度優秀建設施工者大阪府知事表彰 

建設産業のイメージアップ、若年労働者の入職促進など構造改善意識の高揚を図るた

め、大阪府と当協会を含む府下５団体で構成する「優秀建設施工者大阪府知事表彰実行

委員会」の主催により次のとおり開催した。 

開催日 令和８年２月５日 

場 所 大阪府庁正庁の間 

受賞者 熟練工部門１８名・青年部門９名 

 

 

Ⅶ．講習会等の開催 
 

１．建設業経理士検定試験・建設業経理事務士検定試験 

  全国一斉に実施された標記検定試験の内、大阪地区における試験を建設業振興基金の

委託を受け、次のとおり実施した。 
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(1) 第３７回建設業経理士検定試験 (大阪会場) 

開催日 令和７年９月７日 

場 所 大和大学 

延受験申込者数 １，４３６名 

 

(2) 第３８回建設業経理士検定試験・第４４回建設業経理事務士検定試験 (大阪会場) 

開催日 令和８年３月８日 

場 所 大和大学 

延受験申込者数 １，８４６名 

 

２．建設業経理事務士特別研修 

  建設業経理事務士検定試験の一環として、学科講習と修了試験を組み合わせた３級・

４級の特別研修を（一財）建設業振興基金の委託を受け、次のとおり実施した。 

(1) ３級建設業経理事務士特別研修 

    開催日 令和７年１０月１日～３日 

      場 所 大阪建設会館 

    受講者 ３２名 

 

(2) ４級建設業経理事務士特別研修 

   開催日 令和７年７月３０日～３１日 

   場 所 大阪建設会館 

   受講者 ４４名 

 

３. 監理技術者講習 

  一定の公共工事および民間工事の監理技術者となるためには、国土交通大臣の登録を

受けた講習を受講しなければならないことになっている。この登録講習である大阪地区

における監理技術者講習を（一財）建設業振興基金および（株）建設産業振興センター

の委託を受け、映像講習を２回実施した。 

 

 

Ⅷ．情報調査活動 
 

１．標準者給与調査の実施と報告書の作成 

当協会会員会社における年齢階層別の給与実態を把握し、標準モデルを作成すること

によって、次年度給与改定の基礎資料の参考に資することを目的として、令和７年５月

給与支給時点における実態調査を行い、標準者給与調査報告書を９月に作成の上、回答

のあった会員に配布した。 

 

２．当協会の委員会活動における成果物・資料等の提供 

当協会の委員会活動の成果をまとめた報告書等の成果物および資料を会員に提供し各
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社対応の参考に供した。 

(1) 総合企画委員会 

  ①e-ラーニング動画「私たちがつくる建設業の未来」 

②リーフレット「女性に選ばれる建設業を目指して」 

   

(2) 広報委員会 

①広報誌O-WAVE『マンガでわかる！建設のしごと図鑑』 

  ②ホームページ「建設業の醍醐味を知る」 

 

 (3) 経営委員会 

   ①ホームページ（事例集）「多様な働き方およびDX化への対応」 

 

 (4) 建築委員会 

①ホームページ「生産性向上に関する取り組みおよび施工の創意･工夫・改善事例」 

②１８０度VR動画「就活に悩んだ僕が、おっちゃんと出会って全部ひっくり返った

建設業の話！」 

   ③YouTubeショート動画「想像と違ってた！現場監督の仕事」「建設業ベテラン所長、

今も夢中！」「教えて！現場監督さん カラーコーンの色の意味！」「彼女が現場監

督を選んだシンプルな理由」「現場監督だってオシャレにこだわる！」「現場監督

に向いている人！」 

④e-ラーニング動画「若手技術者のための知って得する建築材料の話」 

 

 (5) 土木委員会 

①ホームページ「生産性向上に関する取り組みおよび施工の創意･工夫・改善事例」 

②e-ラーニング動画「土木工事における施工技術や生産性の向上・改善、施工の合

理化事例」 

③１８０度VR動画「就活に悩んだ僕が、おっちゃんと出会って全部ひっくり返った

建設業の話！」 

   ④YouTubeショート動画「想像と違ってた！現場監督の仕事」「建設業ベテラン所長、

今も夢中！」「教えて！現場監督さん カラーコーンの色の意味！」「彼女が現場監

督を選んだシンプルな理由」「現場監督だってオシャレにこだわる！」「現場監督

に向いている人！」 

⑤土木工事現場勤務実態調査（第５回）報告書別冊『どうする?土木現場のコミュニ

ケーション』 

 

 (6) 労働委員会 

①ポスター「「目指せ！建設現場 土日一斉閉所」運動」 

②YouTube動画「「目指せ！建設現場 土日一斉閉所」運動-知ってた？今、建設業が

すごい！」 

③ホームページ「働き方改革推進に向けた取り組み事例」・「熱中症予防対策事例」 
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３．行政通達および情報資料等の提供 

国土交通省、大阪府、大阪市等、連絡のあった行政通達や情報資料等を適宜、会員発

送およびメール配信により会員へ周知した。 

 

 

Ⅸ．その他の活動 
 

１．会員無料法律相談の実施  

当協会の顧問弁護士である色川法律事務所の夏住要一郎弁護士ならびに同事務所所属

の弁護士の方々による会員無料法律相談を毎月１回開設し、瑕疵補償・労災補償問題、

発注者とのトラブル等、会員からの相談に対応した。 

 

２．出版物等頒布事業 

委員会の調査研究活動の成果物である図書や建設工事に係る資料および用紙等を広く

頒布した。 

 

３．建設キャリアアップシステムの受付窓口業務 

  平成３１年４月より本格運用された建設キャリアアップシステムについて、（一財）建

設業振興基金の委託を受け、会員に対し事業者・技能者の登録に伴う窓口受付業務を行

った。 

 

４．前払金保証制度の普及活動等への協力 

  前払金保証制度の普及ならびに拡大活動に協力した。 

 

５．大阪人材確保推進会議への参画 

  大阪府内の建設業等の人材確保を必要とする業界および企業のイメージアップと雇用

促進を目的とした大阪府、業界団体、行政機関、金融機関等で構成する「大阪人材確保

推進会議」に参画した。また、‟そこに行けば出会える”をコンセプトにした大阪府主催

の「OSAKAJOBフェア」にブース出展を行い、大学生等の参加者へ建設の魅力を発信した。 

  開催日 令和８年２月６日 

  場 所 ハービスホール 

 

６．「建設匠フェア」への後援とブース出展 

  建設専門工事業の仕事への理解と建設業への理解と関心を深めること、ならびに建設

専門工事業界への雇用拡大と定着を目的とした（一社）建設専門工事業雇用推進協会が

主催する「建設匠フェア」への後援とブース出展を行い、高校生等の参加者へ建設の魅

力を発信した。 

  開催日 令和７年１１月２１日～２２日 

  場 所 花博記念公園鶴見緑地ハナミズキホール 
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Ⅹ．附属明細書 
 

  事業報告の内容を補足する重要な事項がないため、事業報告の附属明細書は作成して 

 おりません。 
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